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保険適用外の理学療法士活動に関する本会の見解 

 

 最近、理学療法士が施術所、患者宅等において脳卒中後遺症患者、腰痛・頸

肩腕障害患者等に対し、医療保険、介護保険を利用せず、理学療法を実施する

行為を宣伝したホームページが見受けられます。また、各地から理学療法士に 

よる違反行為としての指摘を受けております。 

 身分法上は、「理学療法士とは、厚労大臣の免許を受けて、理学療法士の名称

を用いて、医師の指示の下、理学療法を行うことを業とする者をいう。」となっ

ています。したがって、理学療法士が医師の指示を得ずに障害のある者に対し、

理学療法を提供し、業とすることは違反行為となります。 

 本会としましては、理学療法士の「開業権」及び「開業」については、現行

法上、全く認められるものではないとの見解に立っています。 

 

ただし、身体に障害のない方々への、予防目的の運動指導は医師法、理学療

法士及び作業療法士法等に抵触しませんが、事故あるときには、他の法的責任

が免除されることはありません。医師とのしっかりとした連携の上で、より安

全で効果的な運動指導を行うことが求められます。 

 

会員諸氏の真摯な行動を強く要望します。 

 


